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要約：スケールセンシティブ地域産業研究室では、地域が活力を取り戻すための産業を構成・実装

することを目指している。我々は、スケールフリー性から離脱した地域向きの構造をスケールセン

シティブと名づけ、スケールセンシティブな地域産業特に再生可能エネルギーを軸とした電力ネッ

トワークや情報通信ネットワーク等を題材に研究を進めている。本稿では 2015年度の活動について
報告する。

1.再生可能エネルギー関連活動

再生可能エネルギーに関する活動の高まりと地

域における大学の関与のあり方については過去の

紀要 1, 2) で述べた。

著者自身は小水力発電に強い興味をいだき、非営

利団体の高知小水力利用推進協議会 1で活動してお

り、事務局長に 2012年に就任した。さらに同年、有
志と共に地域小水力発電株式会社 2を立上げた。こ

れらは、法人格のない非営利団体では売電に至らな

い規模の案件を中心に市民ベースでの活動を支援

する一方、営利法人では売電益による地域活性化を

目指した事業主体の形成を中心に活動することで

活動の棲み分けをしている。営利法人でモデル化を

試みている事業スキームを図 1に示す。

1.1 高知小水力利用推進協議会
協議会は、会員が主たる活動の原動力であるた

め、会員の活動を活発にすることが重要である。こ

のため、地域で主体的に活動する会員を運営委員

とし、おおよそ月 1回の運営委員会を実施して各地
域活動の情報交換をするとともに、会員向けに月 1
回の学習会を実施して研鑽の場を提供してきた。

2015年度は、啓発活動が行き渡ったと考え、高知
県内での実例による展開を目指すべく、小水力発電

に関心を持つ地域コミュニティとの連携を深めた。

1http://www.kochi-shp.org/
2http://www.communalhydro.com/
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図 1.地域主体の小水力発電事業スキーム

仁淀川町の複数の地点や土佐町で具体的な動きが

あり、継続して活動している。

1.2 地域小水力発電株式会社
ベンチャー事業会社では、非営利団体のターゲッ

トとは異なり、売電クラスの規模での支援事業や調

査事業を実施している。ここで売電クラスとは、低

圧（200V）の系統連系においては 50kWクラス、高
圧（6600V）の系統においては主に 200kWクラスの
水力発電事業を指す。

2015年度は馬路村による小水力発電所が完成し
た。これは高知小水力利用推進協議会が当初相談に

応じ、地域小水力発電が設計および施工管理を行っ

た案件である。

二級河川安田川支流の普通河川細井谷川で最大

149



0.2m3/sの取水を行い、安田川に放水する構造であ
る。総落差 97mで出力 145kW、全量を四国電力へ
売電する。

いくつかの地域では出力が 50kWに満たない低圧
による連系方式を用いる。これまで、小さな規模の

設備では一般に採算性が悪化するため、200kW未
満になるような規模で検討することが多かった。し

かしながら、低圧連系の場合に法的規制が緩和され

ることと、総事業費が 1億円未満であるような事業
規模になることより、より地域に向いた計画を立て

られることがわかってきている。このため、低圧連

系案件でも容易に採算性が得られるような小水力

発電設備の構築手法を準備することが喫緊の課題

となっている。

このような低圧連系での手法を、安芸市、高知

市、四万十町での小水力発電計画で検討しており、

農林水産省の補助金を利用して 2015～2016年度と
継続して計画策定を行っている。他に、秋田県、岐

阜県、兵庫県、等での案件形成の依頼を受けて活動

している。

2.地域指向ネットワーク技術

これまで当研究室は、地域における情報通信イン

フラについて地域 IXの利活用を含めて活動して来
ている 3)。

著者は情報学群の福本昌弘教授とともに、四国地

域や高知地域における学術目的の情報通信インフ

ラを検討してきた 4)。この結果、2011年末に高知県
内高等教育機関による高知学術情報ネットワーク連

絡会が設立された。

この会では、高知県内の高等教育機関の JGN-X
および SINET4利用を含め、地域内で全ての組織が
接続されて業務や研究活動に適したインフラを構

築する検討が進められ、現在は 4つの大学と高専が
高知 IXにつながる構造を構築している 3, 5–7)。この

ネットワークの構造を図 2, 3に示す。

2.1 ネットワーク防災訓練
総務省 SCOPE予算により研究開発プロジェクト

TEReCo4（Traffic Engineering for Regional Communi-
ties, version 4）8–11) を立上げ、ネットワーク防災訓練

を継続的に実施している。

2013年度と 2014年度とそれぞれ 1回のネットワー
ク防災訓練を実施しており、これによりネットワー

クの冗長構成の一部が正常に動作しないこと、運用

に関する人的ネットワークの一部が機能しないこと

などを発見してきている。引き続き 2015年度も同
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図 2.高知学術情報ネットワーク L1/L2層
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図 3.高知学術情報ネットワーク L3層

様の活動を実施した 12)。

2.2 ネットワーク耐久性試験技術
今日の情報化社会において、情報基盤技術は電

力・金融・医療・物流といった社会生活基盤を支え

る技術として我々の生活に深く根差しており、堅牢

で安定したネットワーク運用が必要不可欠である。

安定した運用を実現するためには、災害や障害への

対策としてデータの分散配置や冗長化による堅牢

性・可用性の確保が求められ、インターネットに代

表される広域分散システムにおいても重要な課題

である。

我々は、広域分散システムにおける耐障害性を検

証する仕組みとして、SDN（Software Designed Net-
work）を用いて障害発生を行う検証プラットフォー
ムを提案してきた。これは、元々はネットワーク構

築を容易にするための技術であった SDN 技術を、
ネットワーク故障を簡単に生成するための技術とし

て用いたものである。

この提案による実証実験プロジェクトDESTCloud
が、2014年度に引き続き 2015年度も総務省 SCOPE
による委託研究に採択された。2014年度は、CISCO
社の提案する SDNフレームワークである onePK上
にプロトタイプを構築した。2015年度は、SDNの
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オープンプラットフォームであるOpenDaylightに対
応することで、より本格的なアプリケーションを研

究開発した 13–22)。

さらに産学連携のD4Cloudコンソーシアム 3を設

立し、この技術を発展・展開する場としていく。

2.3 地域指向電気通信事業
著者は、地域に置ける通信事業の新しいあり方を

求め、有限会社ナインレイヤーズを 2004年 4月に
設立しサービスを開始している。その理念として以

下の 3つを掲げている。
• ビジネス・雇用の生成を伴う地域情報化
• 田舎からのインターネットの再グランドデザ
イン

• 民間事業による納得・身の丈事業展開
2015年度よりフルタイムのエンジニアを 2名、事
務職員を 1名雇用した。これにより、これまで弱点
だった管理運用面の強化がはかれた。今後は企画・

提案力を増強し、特に高知県外を含めた四国全体へ

の活動を行いたい。
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Annual Report of Scale-sensitive Regional Industry
Laboratory 2015
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Abstract: This paper reports the activities of Scale-sensitive Regional Industry Laboratory of KUT in FY 2015. The
purpose of the laboratory is how to construct and deploy industries on regional areas to get sustainability. We have named
structures without scale-free nature “scale sensitive”, which is suitable for regional areas. We have been making activities
on such industries including the power grid with renewable energy and information communication networks.
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